
No. 章 節 ページ
行

（表）
番号

記載内容 意見内容 沖縄県の考え方

1 1章 1 2 4～9

イニシアティブの見
直し期間

エネルギー産業は常に変化しているため、効果的なPDCA
サイクルを回すためには定期的な見直しは必要ではないで
しょうか。
国のエネルギー基本計画が3-4年ごとに見直しを進めてい
ることを踏まえると、自治体としては「原則3年ごとの見
直し」とすることで、より実効的な施策を打ち出せるよう
にすべきと思料します。

御意見の趣旨については、「対象期間中であっても必要に応じて本イ
ニシアティブの見直しを検討する」としており、実際に現在、国の動
向等を踏まえて2021年３月のイニシアティブ策定から１年以内の改定
に取り組んでいることから原案のとおりとし、次回以降の見直しにつ
いては、その必要性も含め、今後検討してまいります。

2 2章 2 5 19

自動車の電動化 EV化が進むということは、蓄電池を搭載した機器が社会
に増加することになります。ついては、単なるEVの広が
りではなく、将来的には調整力にも利活用可能なEV導入
が進むことで再生可能エネルギー導入拡大にもつながる点
も記載してはいかがでしょうか。

御意見の趣旨を参考に、文言を修正します。

3 2章 2 5 20-30

自動車の電動化 自動車の中でも2輪車（電動バイク）については、ヤマ
ハ・ホンダ・カワサキ・スズキがバッテリーの標準化に向
けてコンソーシアムを組んだこともあり、この点について
も触れてはいかがでしょうか？

バッテリーの標準化については、電動バイクの開発に係るスケールメ
リットやコスト削減等、脱炭素化やエネルギーマネジメント以外の目
的も大きいことから、原案のとおりといたします。一方で、バッテ
リー交換式のEVを活用した取組は広がりを見せていることから、御意
見の趣旨については、今後の施策の参考とさせていただきます。

「沖縄県クリーンエネルギー・イニシアティブ」の改定案に対するご意見と沖縄県の考え方について

令和3年12月21日から令和4年1月21日にかけて実施したみだしの意見募集（パブリックコメント）について、５名の方からあわせて22件のご意見をいただきましたので、ご意見の内
容と沖縄県の考え方を公表します。なお、１件のご意見の中に複数の趣旨が含まれているものは分割したため、意見数は24件となっております。
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4 3章 3 23 5

3.4 県内地域におけ
る取組(1) 本島にお
ける取組
木質バイオマス

2ﾎﾟﾂ目：木質バイオオマスに関する金武への展開につい
て、下図では示しているが、本文中でも以下のとおり修正
してはどうか。

「沖縄電力（株）の 具志川火力石炭火力発電所（金武・具
志川）では、県内の建設廃材等を原料とした木質ペレット
を混焼しており、県内のCO2排出量の削減に寄与してい
る。」

金武火力発電所でも木質ペレットの混焼に取り組んでいることから、
御意見の趣旨を参考に、文言を修正します。

5 3章 4 27 8

3.5 沖縄県のエネル
ギー特性
（1）供給サイドの
特性

沖縄エリアの特徴として以下を追記してはどうか。

「一方、沖縄県は各系統のカバーする土地の面積が小規模
であるため、系統内での気象条件がほぼ同一となりやすい
ことから、自然変動電源の平準化が発生しにくい。また、
再エネ導入が進むにつれて、それを系統に受け入れるため
の対策に相対的に大きなコストが掛かる。」

今後の追加的な再エネ導入の議論において重要な視点であることか
ら、御意見の趣旨を参考に、文言を修正します。

6 4章 4 32 2

地域経済循環の創出 県内発注等について、他県では地元自治体との立地協定等
で地域内調達を促すなどの努力がなされています。
また、「経済循環」の面では、前計画には地域新電力や市
民ファンドなどのより大きなお金の流れの設計も盛り込ま
れていましたため、この点についても今後の取り組みには
必要となるため、評価をすべきではないでしょうか。

御意見の内容につきましては、p.65 基本方針4 2)に含まれていると考
えます。新電力や市民ファンドなども含め適切な事業手法を推進する
のが重要と考えており、施策推進時の参考とさせていただきます。

7 5章 5 36 15

基本目的 「沖縄らしい島しょ型エネルギー社会」とありますが、よ
り具体的なイメージを記載いただきたいです。

御意見の内容につきましては、p.38～39に記載しておりますが、沖縄
らしさについてよりわかりやすいイメージを持っていただくことは重
要と考え、御意見の趣旨を参考に、文言を追記します。
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8 5章 5 36 15

基本目的 エネルギーは県内だけでは完結する分野ではないため、ど
のように県外・国外と携わっていくのかの記載も必要か思
料します。

今回の改定案では、県内事業者の育成及び県内外への事業展開の促進
（p.56）や、県内外の教育・研究機関との産学連携（p.65）など、県
外機関との連携や、県外への展開について新たに記載を加えていま
す。また、引き続き沖縄・ハワイクリーンエネルギー協力を推進し、
ベストプラクティスの共有、共同事業の発掘・実施を目指し、島しょ
型モデルとして世界に発信していくことを掲げております。御意見の
趣旨は既に盛り込んでいるものと考えますので、原案のままといたし
ます。

9 5章 5 39

図中の太陽光発電に
ついて

台風が多いと思われる沖縄では太陽光パネルの大量設置は
危険です。パネルが吹き飛ぶ可能性、二次災害として火災
が発生する可能性があるためです。

再生可能エネルギー発電設備の安全性については、重要な課題として
取り上げられており、国においても太陽光発電に特化した技術基準の
新設（２０２１年４月１日施行）などの対策が進められています。本
県においても、安全性の確保は大前提とした上で、より災害に強いエ
ネルギーシステムの構築に向けて、太陽光発電の導入促進を進めて参
ります。御意見の趣旨については、今後の施策の参考とさせていただ
きます。

10 5章 5 43 8

エネルギの地産地消
化

エネルギーの地産地消が進むと地域経済循環が活性化され
るため、そこから新たなインフラ整備や産業創出へつなが
ります。
このような地域経済循環の観点も記載に組み込むことで、
地域エネルギーがより住民に浸透するのではないでしょう
か。

御意見の趣旨を参考に、文言を修正します。
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11 5章 5 44 7

エネルギー電源比率 沖縄は本州とは異なるハードルがあるものの、国全体で
36％を掲げているもところ、沖縄県において2030年に
26%の達成でその後の2050年カーボンニュートラルとい
う同じ目的が存在しています。この場合ですと、現行の目
標では2030年以降のハードルが非常に高くなるため、将
来世代に課題を残すことにつながるかと思料します。
2050年のカーボンニュートラルの可能性をより描けるよ
うな目標、国同様またはそれ以上の設定が必要ではないで
しょうか。

本県は、地理的・地形的及び需要規模の制約により、現時点ではエネ
ルギーの多くを化石燃料に頼らざるを得ない状況にあり、2030年度時
点で国と同水準あるいはそれ以上の再生可能エネルギー導入目標を達
成することは非常に困難です。一方で、水素・アンモニア発電や洋上
風力発電など、2030年度以降の実用化を目指した技術基盤の形成に早
期に取り組むことで、2030年度から2050年度にかけての加速的な脱炭
素化は可能と考えています。本イニシアティブでは、チャレンジプロ
ジェクトとしてそれらの取組を位置付け、新たなエネルギー社会への
移行に備えたシフトチェンジと基礎固めを行う旨を記載しております
ので、原案のままといたします。

12 6章 6 57 1

バイオマスの更なる
導入

バイオマス発電については、温室効果ガス（GHG）排出
が本当に抑えられているかなど、さまざまな疑念が指摘さ
れはじめています。2021年1月に、EUは初めて「森林バ
イオマスはカーボンニュートラルではない」ということを
認める趣旨の報告書を発表。そもそも燃料を大量に使用す
るバイオマス発電を、温暖化対策として拡大推進していく
べきかの検証が世界的に進んでいる状況を踏まえると、沖
縄での取り組みとして適切とは言えないのでは無いでしょ
うか。全世界の流れを見ずに、現状稼働している県内の発
電所に対する忖度と非難される可能性は高いと思われま
す。

バイオマス発電については、国の第6次エネルギー基本計画において
「地域分散型、地産地消型のエネルギー源として多様な価値を有する
エネルギー源」とされており、利用できる再エネルギー源が限られる
本県においては、2030年度時点では重要なエネルギー源であると考え
ております。
一方で、外部有識者委員会において、森林由来のバイオマス発電が
カーボンニュートラルと見なせるかという懸念が指摘されており、今
後本県が目指す方向性としては、「木質バイオマス発電（特に輸入）
に過度に依存せず、できるだけ県産バイオマスによる地産地消を目指
すのがよい」と議論されております。
御意見の趣旨については、引き続きバイオマス発電に関する国際的な
潮流や国の動向等の情報収集に努め、今後の施策の参考とさせていた
だきます。

13 6章 6 57 10

風力発電の導入拡大
に向けた課題解決

現状の極値風速の設定値に対応する製品の開発を行うのも
重要ですが、2018年の台風21号でも被害の無かった垂直
軸2枚羽風車製品などを用いた試験的運用を行うべきであ
ると考えます。

本県としては、新たな製品の開発だけでなく、これまでに県内で導入
実績のある可倒式風力発電など、県内の風況に適した風力発電の導入
を促進する旨を計画に記載しています。御意見の趣旨については、重
点プロジェクト等において既に反映しているものと考えますので、原
案のとおりとします。
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14 6章 6 57 16

農地やインフラ空間
における太陽光発電
の導入拡大

確かに、太陽光発電は導入のハードルが低く、メンテナン
スの手間が少ない発電方式ではあります。しかし、長期的
な視点で考えると、導入拡大を図るのであれば、使用後の
廃棄処理のことまでも含めて検討を開始すべき事案である
と思われます。

太陽光発電等の設備において、導入だけではなく廃棄や再利用まで含
めたサイクルで考えることは、環境面だけでなく長期安定的な事業運
営の点から、県としても重要と考えており、御意見の趣旨を踏まえ、
廃棄処理に係る文言を追記します。

15 6章 6 57 22

エネルギー促進地域
の設定

各市町村についても具体的な再エネ導入目標設定について
も促し、支援することが必要ではないでしょうか。その手
段として、適地確保の支援が必要になると思料いたしま
す。

各市町村における再エネ導入促進に向けた取組は、県としても重要と
考えております。県では、次年度事業として、個人や事業者向けの再
エネ支援制度などに係る相談窓口を開設する予定としており、こちら
は市町村も対象に含めて考えております。
なお、御意見の趣旨については、各市町村の取組の支援として、メガ
ソーラーやバイオマス等の適地確保に向けた再エネポテンシャルや規
制等の情報発信や、県内の再生可能エネルギー促進区域設定に係る環
境配慮基準の設定策定の検討などを重点プロジェクト等において既に
反映しているものと考えますので、原案のとおりとします。

16 6章 6 57

その他 農地活用や再生可能エネルギー促進地域の設定が今回新た
に盛り込まれており、これらをより進めるためにも、「地
域主体の再エネ開発モデルの支援」など自治体と地域がよ
り主体的な取り組みができるような支援についても記載を
ついきしてはいかがでしょうか。

自治体や地域住民が主体的に再エネ設備導入を進めることは、本県の
再エネ導入拡大において重要な取組のひとつと考えております。
御意見の趣旨につきましては、今後の施策の参考とさせていただき、
本イニシアティブで掲げるアクションプランの各施策等を通じて、自
治体や地域住民が主体的に再エネ設備導入に取り組む環境整備を推進
してまいります。

17 6章 6 58 20

県内一体的に、家庭
における自家消費型
太陽光発電設備及び
蓄電池等の普及に向
けた取組を推進す
る。

既築住宅への太陽光発電設備の導入に関してはコスト面で
の課題以外にもハードルが高い状況があります。それを踏
まえ、新築住宅での導入拡大という方向性にしたほうが良
いと考えます。

既築住宅は、新築住宅と比較すると太陽光発電の導入に対する課題は
大きいですが、近年はソーラーカーポートなど、屋根置きに依存しな
い形での太陽光発電設備の導入も進められています。本県としては、
新築住宅に限定せず、既築住宅においてもできる限り導入を促進した
いと考えておりますので、原案のとおりとし、御意見の趣旨について
は今後の施策の参考とさせていただきます。
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18 6章 6 58 20

県内一体的に、家庭
における自家消費型
太陽光発電設備及び
蓄電池等の普及に向
けた取組を推進す
る。

一般住宅に蓄電池を導入するには、経済合理性が厳しい状
況であることも踏まえ、取組の内容を考えられるべきであ
ります。

本県では、宮古島市を中心に、再エネサービスプロバイダ事業など、
住宅に太陽光、蓄電池、エコキュートなどの発電・蓄エネ設備を一体
的に導入する取組が既に事業化されております。
沖縄は本州と比べてエネルギーに係るコストが高くなることからこれ
らの事業展開が進みやすい側面もあると考えられ、本県の一般住宅に
おいても蓄電池の導入可能性はあることから、原案のとおりとし、御
意見の趣旨につきましては今後の施策の参考とさせていただきます。

19 6章 6 58 23

太陽光発電の第三者
所有モデルについ
て、県内事業者と連
携し、普及を促進す
る。

第三者所有のPPAモデルに関しては、設置場所の需要家の
与信問題が実はハードルとなっているということも理解さ
れるべきと考えます。そのことを踏まえた取組みの設計を
された方が良いと考えます。

PPA事業における需要家に対する与信問題については、県としても認
識しております。
御意見の趣旨については、今後の施策の参考とさせていただき、事業
者等と連携してPPA事業の普及を推進してまいります。

20 6章 6 60 11

天然ガスの利用拡大
プロジェクト
県内に、相当量の天
然ガス資源が賦存し
ていることが確認さ
れており、その利活
用が期待されてい
る。

埋蔵量の調査から含め10年程月日がたったと思います
が、膨大な量があるのに、一向に活用が進んでいない。都
市ガスや沖縄電力発電用のＬＮＧとブレンドする事で、利
用促進はできないものなのでしょうか？

水溶性天然ガスは、化石燃料の中で最もCO2を排出しないエネルギ－
源であり、また、エネルギーセキュリティやエネルギーの地産地消化
といった観点からも重要な県産エネルギーであると考えております。
一方、その利活用においては、特に採掘に莫大なコストがかかるとい
う課題があります。
御意見の趣旨については、今後の施策の参考とさせていただき、低コ
ストで安定的な利用に向け、引き続き事業者の取組を支援してまいり
ます。
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21 6章 6 60 11

天然ガスの利用拡大
プロジェクト
県内に、相当量の天
然ガス資源が賦存し
ていることが確認さ
れており、その利活
用が期待されてい
る。

ブルー水素を生産し、純地産水素として活用する事を追加
して欲しい。（県内産業の活性化及びレジリエンス強化）

県としては、天然ガス及び水素の利活用は、本県にとって重要な取組
であると考え、それぞれ重点プロジェクト、チャレンジプロジェクト
に位置づけております。一方、天然ガスを改質してブルー水素として
活用するためには、CO2回収技術が必要になりますが、現状はCO2の
回収・固定・貯留・再資源化には膨大なコストがかかるという課題が
あります。天然ガス由来のブルー水素の利用については、チャレンジ
プロジェクト１「次世代エネルギー（水素・アンモニア等）の利活用
促進チャレンジ」の取組に含まれていると考えますので原案のとおり
とし、御意見の趣旨については今後の施策の参考とさせていただきま
す。

22 6章 6 60 27

民間事業者における
県内LNGサテライ
トの普及を促進

民間事業者だけでなく、自治体によるLNGサテライト設置
の可能性もあることから、以下のとおり追記してはどう
か。

「自治体および民間事業者における県内LNGサテライトの
普及を促進」

御意見の趣旨を踏まえ、文言を修正します。

23 6章 7 69

その他 脱炭素にむけて国ではグリーン成長戦略が策定され、脱炭
素を成長戦略とするための政策支援についてロードマップ
が示されました。
沖縄県においても再エネを成長戦略と捉えること、またそ
のための戦略策定・発信が必要ではないでしょうか。

再エネを成長戦略と捉えることについては、アクションプランのその
他関連施策の「基本方針４ 社会・経済施策との連携・貢献」の記載
に既に含まれていると考えますので、原案のとおりとし、御意見の趣
旨については今後の参考とさせていただきます。
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24 - -

その他 国のグリーン成長戦略においては若手のWGが設置されて
いました。
今回のクリーンエネルギー・イニシアティブについても目
標が2050年脱炭素となるため、沖縄でもより2050年に現
役世代である若い層での議論や巻き込みが必要となると考
えます。
そこで、本イニシアティブをベースとした、産学官連携で
のワーキンググループにおいて「沖縄における脱炭素の取
り組みの意義」をについて考えるような場を設けていはい
かがでしょうか。

県としても、本イニシアティブをベースとして産学官による「沖縄に
おける脱炭素の取り組みの意義」について考える場は重要であること
から、P.68「地域による再生可能エネルギー事業を進めるための行政
支援」において、「再エネ関連のセミナー・勉強会・シンポジウム等
の開催」に既に位置づけているものと考えますので原案のとおりと
し、御意見の趣旨については、今後の施策の参考とさせていただきま
す。
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